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中国 香港 台湾 韓国 シンガポール カナダ

感染者数 (人) 5,327 1,755 346 3 238 251

死亡者数 (人) 349 299 37 0 33 43

 

Report 

新型肺炎で訪日旅行客は年間 310 万人減少のおそれ 
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 2003年における SARS（重症急性呼吸器症候群）流行時におけるインバウンドへの影響を考察し、同程

度の割合での落込みが生じた場合の 2020年への影響を試算。 

 SARS流行時における中国からの旅行者の減少は、仮に SARSがなかった場合と比較して、最大で単月

▲66%程度。 

 SARS流行時と同様の想定で 2020年への影響を試算すると、中国人旅行者の減少は年間で 135万人

程度、訪日客全体では 311万人程度と予測される。 

 ただし、今回の新型コロナウイルスについては、無症状患者からの感染や再感染の可能性、またそれら

を踏まえての各国での大幅な移動制限から、インバウンドへの影響は SARS以上となる可能性が高い。

本稿の数字はあくまで最低限の影響として捉えた上で、今後の動向を注視していく必要がある。 

 

新型コロナウイルスの感染は足下でも拡大しており、経済的にも大きな影響が懸念されている。中でも特に、中

国及びアジア地域からのインバウンドの減少は、宿泊・小売業等の国内サービス業に打撃を与えるとみられるが、

一方でその影響の大きさについて正確に予測することは難しい。 

本レポートでは、ひとつのベンチマークとして 2003年における SARS（重症急性呼吸器症候群）流行時における

インバウンドへの影響を考察し、同程度の割合での落込みを想定した場合の 2020年への影響を試算する。 

 

■ 2003 年 SARS 流行時におけるインバウンドの動向 

まずはじめに 2003年の SARS流行時における訪日外客数の推移を、主な国・地域毎にみてみよう（図表 2）。訪

日外客数の実績値（月次、季節調整値）を、長期トレンド（2003～2019年の実績値をHPフィルタにより平滑化）と比

較してみると、感染者数が特に多い中国・香港を中心に、2003年 4-6月にかけて大幅な落込みがみられる。台湾・

シンガポールについても、30人以上の死者が出ており（図表 1）、旅行者数ははっきりと減少している。韓国につい

ては、感染者が 3人と少ないことから、他国に比べ影響は限定的だったものと考えられる。その他の国・地域でも、

43人が死亡したカナダをはじめ、世界的な流行がみられたことから、旅行者数は下落している1。 

 

図表 1. 主な国・地域における SARSによる被害 

 

 

 

 

                                            
1 なお、これらの旅行者数減少に関しては、SARSの影響のみでなく、同時期に行われたイラク戦争（3月開戦～-5月終結宣言）の影響も一定程度

含まれていることには留意が必要である。ただし、両者の切り分けが困難であることに加え、足下での新型コロナウイルスは SARS以上の影響が予

想されることから、本レポートにおいてはイラク戦争の影響によるインバウンド減少分も特段の切り分けをせずに扱っていく。 

出所）WHO公表資料をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成 
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図表 2. 2003 年の SARS 流行時における訪日旅客への影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出所）日本政府観光局（JNTO）「訪日外客数」をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成 

(注) 実績値は三井住友トラスト基礎研究所による季節調整値。トレンドは季節調整値を時系列フィルタリングにより平滑化したもの。 
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2002年 11月16日 中国広東省で最初の症例が報告される

2003年 2月～ 中国国内で感染拡大

3月15日 WHOによる感染拡大地域への渡航自粛勧告

7月5日 WHOによる終息宣言
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■ SARS によるインパクトとその推移 

上述した訪日外客数の実績とトレンドを比較して、SARSの発祥以降、トレンド対比での訪日外客数へのインパク

トとその時系列での推移をみてみよう（図表 3）。これは、「もし SARSが起こらなかった場合と比較して、訪日客数が

何％下落したか」を表すものと捉えられる2。 

ＳＡＲＳによるインバウンドの下押しは、WHOによる渡航自粛勧告の翌月である 2003年 4月から、終息宣言が出

される 7月の概ね 4か月の間、影響が続いている(図表 4)。一方でインバウンドの減少のピーク時期は、国・地域に

よりややずれがあり、中国と台湾は他の地域に約 1 か月遅れて影響のピークが来ている。これは、香港やシンガポ

ール、カナダ等の地域では SARS流行のピークが 4月だったのに対し、中国本土や台湾でのピークはそれより遅れ

た 5-6月だったことが原因とみられる。今回の新型コロナウイルスについても、中国以外の国・地域に感染が広く拡

大した場合、中国での感染拡大のピークアウト後にも影響が持続する可能性がある。 

また、台湾については、感染者・死者数でみた影響は中国本土や香港と比較して小さいのに対し、インバウンド

への影響は大きい（ピーク時で約▲75%の減少）。台湾はWHOの加盟が認められていないことから、感染症の拡大

に対し他地域以上に強い懸念を抱く人が多い可能性がある。 

 

図表 3. SARSによる訪日客数へのインパクト（対トレンド比、％）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）三井住友トラスト基礎研究所 

 

図表 4. SARS流行の経緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
2 具体的には、前掲図表 2における「（実績値－トレンド）／トレンド」としてインパクトを算出したもの。 

出所）各種公表情報をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成 
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中国 香港 台湾 韓国
シンガ
ポール

その他の
国・地域

計

① ベース予測
（仮にコロナウイルスが発生しなかった場合）

(100万人) 11.60 2.73 5.49 5.02 0.57 10.79 36.19

② コロナウイルスによる影響 (100万人) ▲ 1.35 ▲ 0.21 ▲ 0.43 ▲ 0.25 ▲ 0.04 ▲ 0.83 ▲ 3.11

③ コロナウイルスの影響度
    （②/①）

(％) ▲ 11.6 ▲ 7.8 ▲ 7.8 ▲ 4.9 ▲ 6.7 ▲ 7.7 ▲ 8.6

訪日客による消費の減少
　（②×一人当たり消費額）

(10億円) ▲ 287 ▲ 33 ▲ 51 ▲ 19 ▲ 7 ▲ 137 ▲ 492

■ 新型コロナウイルスの影響試算 

前述までの SARS流行時の影響もとに、仮に同程度の影響が生じた場合の 2020年のインバウンドへの影響を試

算してみよう。具体的には、下記の前提を置いた上で試算を行っている。 

＜訪日外客数予測の前提＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試算の結果をまとめると、下記（及び図表 5, 6）のとおり。 

＜予測結果の概要＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5. 新型コロナウイルスによるインバウンドへの影響の予測結果まとめ（2020年の 1年間での影響） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）三井住友トラスト基礎研究所 

注） 消費の減少額については、予測された訪日客数の減少額に、2019年における一人あたり消費額の実績（観光庁「訪日外国人消費動

向調査」）を掛けることで算出したもの。 

 ベースとなる予測（仮に新型コロナウイルスが発生しなかった場合の予測値）は、2019 年 12 月までの実績値を

ARIMA モデルにより延伸（実績値のトレンドを機械的に延伸したもの） 

 新型コロナウイルスの影響については、2020 年 2 月以降に、上記ベース予測との対比で以下のインパクトを想

定 

 中国： SARS 発生時における中国・台湾からの旅行者と同程度の影響（発生後、1 か月目に▲71%、2 か

月目に▲58%の下落。影響は発生 5 か月目までにかけて徐々に減少していく。） 

 中国以外の国・地域： SARS 発生時における香港・シンガポールからの旅行者と同程度の影響（発生後、

1 か月目に▲54%、2 か月目に▲45%の下落。） 

 加えて、韓国については、2019 年夏以降の日韓関係悪化に伴う影響が、2020 年末にかけて徐々に解消してい

くことを想定. 

 

 

 各国・地域ともに、一時的には 2015 年の旅行者数を下回る水準まで低下することが見込まれる。各国・地域毎

の予測結果は次頁のとおり（図表 6）。 

 影響の大きさを 2020 年の 1 年間のベースで見てみると（図表 5）、 

 中国人旅行者の減少は、新型コロナウイルスがなかった場合と比較して年間で▲12％（135 万人の減

少）。またそれによる消費の落込みは約 2870 億円。 

 インバウンド全体での影響は、新型コロナウイルスがなかった場合と比較して年間で▲9％（311 万人の減

少）。またそれによる消費の落込みは約 4920 億円。 

 ただし、上記の結果はあくまで「SARS と同程度」という前提のもの。影響が拡大・長期化すればこれ以上の被

害も十分起こりうることに留意が必要。 
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図表 6. 国・地域別にみた新型コロナウイルスによる影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出所）日本政府観光局（JNTO）「訪日外客数」をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成 

(注) 実績値は三井住友トラスト基礎研究所による季節調整値。ベース予測は 2019年 12月までの実績値を ARIMAモデルにより延伸したもの。 

「新型肺炎の影響」は、SARS流行時と同等のインパクトを 2020年 2月以降想定して試算した結果（2020年 1月は実績値）。 
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■ 日本人の国内旅行への影響は未知数 

ここまで、2003年の SARS流行時との比較でインバウンドへの影響を考察してきた。一方で、今般の新型コロナウ

イルス流行は、国内での感染が確認されなかったSARSとは状況が大きく異なり、足下では日本国内での感染拡大

が続いている。国内での感染拡大と、それに伴う旅行・レジャー・買い物等の自粛の動きが今後さらに拡大すれば、

インバウンドによる影響以上に大きな影響となることが見込まれる。 

この点を SARS流行時における日本人の旅行行動からみてみると（図表 7）、日本人の海外旅行は、2003年 4月

以降大幅かつ持続的な低下がみられる一方で、日本人の国内旅行には目立った低下はみられない（4月に 10％

程度減少したのみ）。これは国内での SARS感染者が確認されず、自粛ムードもほとんどみられなかったためだが、

今回の新型コロナウイルスの場合は、国内旅行（やレジャー等のその他のサービス）においても、海外旅行と同等

のインパクトが生じる可能性がある。 

ただし、自粛による経済的影響は懸念される中でも、感染拡大を防ぐことが最優先課題であることは間違いない。

政府・自治体の方針に従って、感染拡大防止に向けて適切な対応をとることが重要と考えられる。 

 

図表 7. SARS流行時の日本人の旅行行動への影響（実質ベース） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 影響の長期化にも留意が必要 

今回の試算では SARS と同程度の期間での流行終息を想定したものの、実際にはそれ以上に流行が長期化す

る可能性もある。仮に流行が夏場まで長引いた場合は、東京オリンピックへの影響に加えて、中国人旅行者のピー

ク時期に重なることも問題となる。 

一般的に、1～2月は春節休暇による中国人旅行者が多いとみられているが、実際の月毎の旅行者数の大きさ

をみると、最も大きいのは夏休みシーズンの 7-8月であり、平均的な月よりも 30%程度多い（図表 8）。新型コロナウ

イルスについても、影響が 7 月以降まで長期化した場合は、観光産業により大きな打撃を与えることになる。 

今回の新型コロナウイルスについては、SARSと比較して致死率は低いものの、無症状患者からの感染の可能性

も指摘されていること、再感染の事例も報告されていること、またそれらを踏まえて各国で大幅な移動制限がかかっ

ていること等から、影響は SARS以上となる可能性が高いと思われる。本稿においては、データの制約上、「SARSと

同程度の影響」との想定を置いて試算を行ったが、本稿の数字はあくまで最低限の影響として捉えた上で、今後の

動向を注視していく必要がある。 

 

 

出所）経済産業省「第 3次産業活動指数」をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成 

(注) トレンドは季節調整値を時系列フィルタリングにより平滑化したもの。 
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図表 8. 訪日中国人旅行者の季節性 （原数値／季節調整値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出所）日本政府観光局（JNTO）「訪日外客数」をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成 
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不動産投資顧問業者または金融商品取引業者として、投資対象商品の価値または価値の分析に基づく投

資判断に関する助言業務を行います。当社は助言業務を遂行する過程で、不動産等について資産価値を

算出する場合があります。しかし、この資産価値の算出は、当社の助言業務遂行上の必要に応じて行うもの

であり、ひとつの金額表示は行わず、複数、幅、分布等により表示いたします。 

https://www.smtri.jp/contact/form-investment/investment.html

